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中間レビュー調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：ミャンマー連邦共和国 案件名：ミャンマー国自然災害早期警報システム構築プロ

ジェクト 

分野：水資源・防災 協力形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：国際協力機構（JICA）地

球環境部 防災第一課 

協力金額：約 1.9 億円（中間レビュー時点） 

協力

期間 

2013 年 3 月～2017 年 3 月

（4 年間） 

先方関係機関：社会福祉・救済復興省救済復興局 (RRD)、

運輸省気象水文局 (DMH)、内務省総務局 (GAD) 

日本側協力機関：気象庁 

１－１ 協力の背景と概要 

2008年5月、サイクロン・ナルギスが南部のエーヤワディ・デルタに上陸し、138,373人の死

者、117億ドルに及ぶ大きな被害をもたらした。また、2010年10月のサイクロン・ギリは、南部

のラカイン州に上陸し、57人の死者、2,400万ドルの被害総額、約10万人が家屋を失うという被

害が生じた。サイクロン・ナルギスの被害を受け、JICAは2008年にプロジェクト形成調査を実

施した。この調査結果によると、サイクロンによる被害がここまで拡大した原因として、情報

伝達システムが不十分であり、被災した地域の住民に対してサイクロンの情報が伝達されてい

なかったことが挙げられており、自然災害早期警報システムの整備が急務であることが確認さ

れた。こうした状況を背景として、ミャンマー政府は、「ミャンマー国自然災害早期警報シス

テム構築プロジェクト」の実施を要請し、2012年8月、JICAは同プロジェクトのための詳細計画

調査を実施し、2013年3月からプロジェクトが開始された。 

 

１－２ 協力内容 

（1） プロジェクト目標：パイロット・プロジェクトサイトにて、自然災害の早期警報が住民

まで迅速かつ適切に伝わるシステムの改善モデルが確立され、他地域への展開計画が作

成される。 

（2） 成果： 

成果 1：自然災害早期警報の情報伝達システムが改善される。 

成果 2：中央政府レベルから地方政府レベルまで、災害対応能力が向上する。 

成果 3：自然災害に対する住民の災害対応能力が向上する。 

成果 4：成果１～成果３の教訓をとりまとめた他地域への展開計画がとりまとめられる。 

（3） 投入（中間レビュー時点）： 

【日本側】 

プロジェクト従事者派遣   17 名(65.26 人月) 

機材供与   潮位計、単側波帯（Single Side Band：SSB）通信機器等 

プロジェクト経費負担     約 9,932 万円      本邦研修員受入 20 名 

【ミャンマー側】 

カウンターパート配置  42 名 

その他 パイロットサイトへの交通費、衛星通信機器使用料負担、専門家執務スペース提供 
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（ヤンゴン） 

２．中間レビュー調査団の概要 

調査者 

日本側 

団長/総括 江尻 幸彦 JICA 地球環境部 専任参事 

早期警報 赤津 邦夫 JICA 国際協力専門員（気象） 

評価計画 相馬 厚 JICA 地球環境部 防災第一課 

評価分析 井田 光秦 合同会社適材適所 シニアコンサルタント 

ミャンマー側 

Mr. Win Htein Kyaw RRD 部長 

Mr. Ye Naing  GAD 部長 

Dr. Tin Mar Htay DMH 職員 

Ms. Pa Pa Tun  DMH 職員 

調査期間 2015 年 5 月 11 日～5 月 28 日 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 進捗・実績の確認 

【成果１】これまでに RRD と内務省総務局（General Administration Department：GAD）本局と

パイロットサイトの一つであるエーヤワディ管区、郡、タウンシップ、ビレッジトラクト、村

パイロットサイトまでを結ぶ縦・横の通信システム（光ファイバ、SSB、衛星電話等）と村レ

ベルの情報機材（スピーカー等）の整備、潮位計の設置と潮位表作成の技術移転を行った。な

お、成果１〜３による早期警報システム強化の効果を実証するため、これまでに 3 回、エーヤ

ワディのパイロットサイトで情報伝達/避難訓練が実施された。 

【成果２】関係機関職員の能力アセスメント結果に基づき、防災人材育成プログラムを作成し、

合わせて視聴覚教材を準備した。同プログラムの講師をエーヤワディ管区内で育成し、現在、

育成された講師がビレッジトラクトで村の役員へ同プログラムの内容を講義・説明している。

また、エーヤワディで結成したワーキンググループを中心に早期警報マニュアル案を作成し

た。 

【成果３】エーヤワディ管区のカウンターパートが講師を務めて、50 名のビレッジトラクト防

災委員会のメンバーを対象としてコミュニティ防災講師養成のワークショップを開催した。こ

のワークショップを受けて、ビレッジトラクト防災委員会のメンバーが対象 3 村で講師となり、

各村での防災教育・啓発活動、村の防災計画作り、避難ルートの設定を行った。ラカイン州に

おいても、同様の方法でコミュニティ防災を実施する予定である。 

【成果４】プロジェクトでモデル化する早期警報システムの展開計画についてはまだ検討され

ていない。 

３－２ 評価結果の要約 

妥当性 

国家レベルの防災計画である「ミャンマー災害軽減アクションプラン 2009」では、早期警報

システムの強化を７つの優先アクションの一つに挙げており、プロジェクト目標と合致する。
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また、RRD は防災行政の要であり、運輸省気象水文局（Department of Meteorology and Hydrology, 

Ministry of Transport：DMH）は早期警報情報の提供、GAD は発令された早期警報のコミュニテ

ィへの伝達に責任を負っているため、この 3 機関をカウンターパートとすることも妥当である。

ミャンマーは非常に大きな自然災害を経験しており、特にサイクロン被害の多い南部沿岸地域

は早期警報システムの強化に対するニーズが高く、プロジェクトはそうしたニーズに応えるも

のとなっている。 

 

有効性 

プロジェクト目標は、情報伝達/避難訓練により有効性が検証された早期警報システムのモデ

ルが確立することと、モデルを他地域に普及するための展開計画が国家防災中央委員会

（National Disaster Preparedness Central Committee：NDPCC）によって承認されることである。

エーヤワディ管区では、通信機器の整備、行政官への防災研修、コミュニティ防災の実施が終

わり、1 回目の訓練が実施されたが、まだ、検証は十分ではなく、ラカイン州での情報伝達/避

難訓練もまだ実施段階にないため、現時点でモデルの有効性を検証することは出来ない。また、

展開計画作りは未着手である。その他のプロジェクト効果として、これまでの警報の範囲が管

区・州レベルであったものが、郡レベルでサイクロンの予測到達時間と位置（郡名）を表示し、

移動予測図で暴風圏も表示するなど、警報文の改善が進んでいる。 

 

効率性 

成果ごとの進捗状況としては、成果１の早期警報システムのハード面の整備は順調に進み、

成果２の研修と成果３のコミュニティ防災についても確実に成果が生まれているが、成果４の

展開計画については、当初から後半部分の活動として認識されていたため、まだ協議が始まっ

ていない。プロジェクト活動はほぼ計画通りに進んでいる。ただし、SSB についてはミャンマ

ー郵電国営企業（Myanmar Post and Telecommunication：MPT）へ周波数の割当申請を行ってい

るが、まだ認可が下りていないため、機材の設置は完了したが、実用化できない状況にあり、

今後も認可が下りないと情報伝達訓練の実施や実際にサイクロンが発生した場合に活用でき

ないなど大きな障害になる可能性がある。パイロットサイトでの日本側とミャンマー側のコミ

ュニケーションは円滑だが、今後は、3 機関の本局と専門家チームが十分なコミュニケーショ

ンを取り、早期警報システムの展開計画作りなど進める必要がある。 

 

インパクト（見込み） 

プロジェクトの上位目標は、他地域への展開計画に基づき、自然災害の早期警報が住民まで

迅速かつ適切に伝わるシステムが沿岸地域で整備されることである。プロジェクト終了時まで

にはエーヤワディ管区とラカイン州で早期警報システムのモデルが提示される見込みである。

まだ展開計画がないため、モデルの概要や普及規模など明確になっていないが、展開計画の実

施に必要な財源確保が最大の課題となることが予想される。 

 

持続性（見込み） 

早期警報システムの強化は「ミャンマー災害軽減アクションプラン 2009」の重要課題として

位置づけられており政策的な持続性は高い。早期警報システムの制度強化については持続性が

高いが、人材育成や展開計画の継続性についてはプロジェクト後半に向けてミャンマー側と日
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本側で戦略的に議論を重ねる必要がある。技術面について、防災の研修やコミュニティ防災に

ついてはカウンターパートの実施能力が高まった。潮位計の観測データを活用した潮位表の作

成技術については DMH のリーダーがプロジェクト終了までに十分な技術指導力を身に付ける

必要がある。パイロットサイトにおける活動維持・普及については、RRD の予算が少額である

ため、州・管区からの予算確保が課題となる。人材面では、防災教育の講師やコミュニティ防

災の知識・経験を持つ RRD の職員を継続的に配置することが重要である。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

• エーヤワディ管区は、過去に大きなサイクロン被害を経験しており、カウンターパートと

対象村の住民の参加意欲が高いこと。 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

• 専門家チーム事務所は DMH のヤンゴン事務所に置かれているため、ネピドーの RRD、

DMH、GAD 本局との効率的なコミュニケーションが難しいこと。 

• SSB の周波数割り当てが遅れているため、通信機器は設置されたが、運用できない状況に

置かれていること。このため、2015 年の雨期に早期警報システムが活用できない可能性が

あること。 

３－５ 結論 

早期警報システム強化は政府の優先課題の一つに挙げられ、パイロットサイトの行政機関、

地元住民からのニーズも高い。プロジェクトの３つのカウンターパート機関（社会福祉・救済

復興省救済復興局、運輸省気象水文局、内務省総務局）は早期警報システムの強化に不可欠で、

プロジェクト実施機関の選択も適切であり、プロジェクトの妥当性は高い。警報文の改善など

すでにプロジェクトの効果が見られるが、プロジェクト目標である早期警報システムのモデル

化はまだ途上にあり、モデルの有効性の検証やパイロットサイト外への展開計画も検討中であ

るため、有効性は中程度と言える。プロジェクト活動の進捗はほぼ計画通りであるが、成果目

標の達成も順調であるが、早期警報システムの稼働に不可欠な通信機器の周波数割り当て許可

が下りていないなど、一部で遅れが生じている。インパクト発現には実効性の高い早期警報シ

ステムモデルの展開計画が必要であり、プロジェクト後半の最大の課題となる。持続性につい

ても一部課題がある。政策・制度面、技術面の持続性は高いが、プロジェクトが対象とした地

域での防災訓練や防災教育の継続・展開については財源確保が課題となる。また、プロジェク

トで育成した知識と経験のある救済復興局のカウンターパートを継続配置して、総務局職員に

対する人材育成やコミュニティ防災の支援を行うことが重要である。 

 

３－６ 提言（本プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

• ミャンマー郵電国営企業に SSB 周波数の迅速な割り当てを促すこと 

• ネピドーに専門家執務スペースを確保すること 

• 展開計画作成のためタスクフォースを立ち上げ、実効性ある計画づくりに着手すること  

• プロジェクト期間中に、ミャンマー側のイニシアチブで展開計画の実施を開始すること  

• 州・管区などの地方行政機関と他ドナーにプロジェクトの成果を発信すること 

• 研修プログラムなどプロジェクトの成果を RRD、GAD の標準研修コースに活用するよう
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働き掛けること 

• 専門家がファシリテータ役として展開計画作りや政府機関による成果品の継続活用を促

すこと 

• 供与機材の維持管理体制を確立すること 

 

３－７ 教訓 

特になし。 
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Mid-Term Review Summary Sheet 

1．Outline of the Project 

Country: Republic of the Union of Myanmar Project: The Project on the Establishment of End-

to-End Early Warning System for Natural 

Disasters 

Issue/Sector: Environment/Disaster 

Management 

Cooperation Scheme: Technical Cooperation 

Department in Charge: Disaster 

Management Division 1, Water Resources 

and Disaster Management Group, Global 

Environment Department, JICA 

Total Cost： 194 Million Japanese yen 

Period of 

Cooperation 

March 2013 – March 2017 

(4 years) 

Partner Country’s Implementation 

Organization:  

Relief and Resettlement Department (RRD), 

Ministry of Social Welfare, Relief and 

Resettlement, Department of Meteorology and 

Hydrology (DMH), Ministry of Transport and 

General Administration Department (GAD), 

Ministry of Home Affairs 

Supporting Organization in Japan:  

Japan Meteorological Agency (JMA) 

1-1 Background of the Project 

Cyclone Nargis in 2008 struck Myanmar and caused 138,373 deaths and 11.7 Billion US dollars in 

damages. Cyclone Giri in 2010 struck Rakhine state and caused 57 deaths and 24 Million US dollars 

in damages and about100,000 people lost their houses. After cyclone Nargis, the project formulation 

survey on disaster management sector conducted by JICA found that information on cyclone had not 

been provided to people in the affected areas due to insufficient communication system. The 

Government of Myanmar also identified the importance and urgency of improving the Early Warning 

System (EWS) as a priority project in Myanmar Action Plan on Disaster Risk Reduction. Under this 

circumstance, the Government of Myanmar requested the project for the establishment of end-to-

end early warning system in Myanmar. In response to the request, the Government of Japan 

dispatched the detailed design study team to formulate the Project in August 2012.  

1-2 Project Overview 

(1) Project Purpose: The improved model of end-to-end early warning systems for natural disaster 

with the expansion plan is set up in pilot areas. 

(2) Outputs 

1. Information management and emergency communication system for natural disaster is improved.  

2. Response capacity for natural disasters at various levels (central level including National Disaster 

Preparedness Central Committee (NDPCC), local government level and township level) is 

enhanced. 

3. Response capacity of community for natural disasters is enhanced. 

4. The expansion plan to other regions, which include lessons learnt through activities under Output 

1 to Output 3 is prepared. 

(3) Inputs 

【Japanese side】 

Experts: 17 experts (65.26 P/M) 
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Operation cost: 99.32 Million Japanese yen 

Equipment: Tide gauge station and communication devices 

Training in Japan: 20 counterparts 

【Myanmar side】 

Assignment of Counterparts: 42 persons 

Office space for experts in DMH Yangon office 

Transportation costs of counterparts and the fee for satellite communication device at 2 offices in 

RRD 

2．Mid-term Review Team 

Japanese side: 

Mr. Yukihiko EJIRI (Team Leader), Senior Assistant Director, Water Resources and Disaster 

   Management Group, Global Environment Department, JICA 

Mr. Kunio AKATSU (Early Warning), JICA Senior Advisor 

Mr. Atsushi SOMA (Evaluation Planning), Deputy Director, Disaster Management Team 1, 

   Global Environment Department, JICA 

Mr. Kaneyasu IDA (Evaluation Analysis), Senior Consultant, Tekizaitekisho Organization 

Myanmar side: 

Mr. Win Htein Kyaw, Director, RRD 

Mr. Ye Naing, Director, GAD 

Dr. Tin Mar Htay, Staff officer, DMH 

Ms. Pa Pa Tun, Staff officer, DMH 

Period From May 11 to 28, 2015 Type of Evaluation: Mid-term Review 

3．Results of Mid-term Review 

3-1 Progress and achievements of the Project 

Output 1: The Project installed satellite communication line between the HQ and regional office in 

Ayeyarwaddy in RRD, optical fiber communication line between RRD and GAD, DMH at the 

national level and designated line at the regional/district levels, and CDMA line with antenna 

between at village Tracts and villages. Loudspeakers and handy speakers were also procured for the 

village tracts and villages. The installation of the Single Side Band (SSB) to enable communication 

from NPT to the townships and village tract in the two pilot states/regions through DMH, RRD and 

GAD has been also completed. The Project also installed a tide gauge station and conducted training 

to DMH staff on the creating tidal table in order to show the estimated time and the height of 

astronomical tide on the sites. Information distribution drill was conducted in Ayeyarwaddy to test 

the effectiveness of the improved EWS. 

Output 2: The Project conducted capacity assessment of counterparts on their understanding of 

disaster management. Based on the results, the Project developed a Human Resource Development 

(HRD) program with IEC materials. Currently the counterparts who have been trained on HHRD 

program impart its contents at regular meetings of local administrators. The working group, which 

was formed in Ayeyarwaddy, drafted EWS manual. 

Output 3: The counterparts in Ayeyarwaddy acted as lecturers and trained Village Tract Disaster 

Preparedness Committee (VTDPC) members to organize CBDRM workshop. Then, VTDPC 

members organized workshops to deliver lectures on disaster management, conduct village walk and 

mapping, identify evacuation routes, develop community disaster management plan and conduct 

evacuation drill. CBDRM will be also conducted in Rakhine state in the third year of the project 

duration. 

Output 4: The scope and size of the expansion plan has not been decided. 

3-2 Summary of Mid-term Review 
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(1) Relevance 

The project purpose is in alignment with government policy. Myanmar Action Plan on Disaster Risk 

Reduction 2009 – 2015, the national plan for disaster management, identifies the strengthening of 

EWS as one of the seven priority actions. The selection of the target counterpart is appropriate. RRD, 

DMH and GAD are all indispensable to strengthen EWS. Myanmar experienced several severe 

disasters such as cyclones, storm surges and Tsunamis. The Project’s objective of installing EWS 

clearly responds to the need of the local residents in Southern part of Myanmar.  

(2) Effectiveness  

The important, expected outcomes are the development of an effective and appropriate end-to-end 

EWS model that is validated by drills and the endorsement of the expansion plan of the project ’s 

model to other regions. At present, it is not possible to measure the effectiveness of the model. In 

Ayeyarwaddy, communication devices have been installed and HRD training and CBDRM have been 

conducted and the first disaster information distribution drill was conducted. Before the end of the 

project duration, two more drills in Ayeyarwaddy and two drills in Rakhine will be conducted to 

validate the effectiveness and appropriateness of the strengthened EWS. The scope and contents of 

the expansion plan will be decided based on the pilot activities in the two pilot sites. Another 

important effect of the Project is the improvement of warning messages issued by DMH. Before the 

Project, warning message showed region/state to be on alert, which was too large. Improvement has 

been made to show the forecasted time, when and where (district level) the cyclone reaches, and the 

area to be under the storm, strong wind zone with the Cyclone Tracking Chart. Further improvements 

are expected in the latter half of the project duration. 

(3) Efficiency 

The installation of communication devices has been completed as described earlier. Progress on the 

output level has been also made on HRD training and CBDRM in Ayeyarwaddy. The expansion plan 

of EWS model has not yet developed. Project activities have been conducted mostly as scheduled. 

Yet, the delay of the allocation of a designated frequency for SSB communication has caused the 

further delays of related activities (e.g., the verification of the effectiveness of early warning system 

that requires SSB). Good working relationship has been developed between both sides. Particularly, 

the working group for Ayeyarwaddy played the important role in producing outputs as well as 

facilitating project activities. The expert team and the counterparts at NPT need to communicate 

more regularly to monitor the progress of project activities. 

(4) The prospect of impact 

The overall goal of the Project is “End-to-end early warning systems for natural disasters are 

expanded to coastal line areas based on the expansion plan.” The Project will be able to introduce 

end-to-end early warning system based on the models to be developed by the Project in Ayeyarwaddy 

and Rakhine. The availability of financial resources would be the main constraint to the expansion 

of the model. The Project needs to discuss ways to reduce the cost as well as find potential partners 

to finance the necessary cost. 

(5) The prospect of sustainability 

The importance of strengthening EWS is emphasized in the national action plan. Therefore, the 

policy priority is likely to remain after the end of the project duration. In terms of sustainability of 

project’s outputs, improved EWS is likely to be instituted whereas more discussion by both sides is 

required for the sustainability of the training programs and the expansion plan. The counterparts 

from DMH are able to calculate astronomical tide, yet very few of them can conduct harmonious 

analysis by using sea level data. Therefore, more technical training or guidance is necessary, 

particularly the candidates who could train other staff. The counterparts in Ayeyarwaddy are well 
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trained and experienced in the conduct of HRD program and CBDRM. The financial sustainability 

needs to be ensured to roll out the project activities to other non-target areas in Ayeyarwaddy and 

Rakhine. In order to maintain the current activities levels in Ayeyarwaddy, it is critically important 

to retain the experienced staff in RRD district office to continuously train and support GAD staff at 

the township and village tract level. 

3-3 Promoting Factors 

• The communities in the pilot areas in Ayeyarwaddy are well motivated to conduct project 

activities and implement their action plans as they have experienced severe damages by cyclone 

Nargis. The counterparts in Ayeyarwaddy have taken initiatives to conduct follow-up activities 

include non-target townships.  

3-4 Inhibiting Factors 

• The expert team does not have an office in NPT, which sometimes makes difficult to have close 

communication with the counterparts at the national level.  

• The delay of the allocation of a designated frequency for SSB communication has caused the 

further delays of related activities (e.g., the verification of the effectiveness of early warning 

system that requires SSB). 

3-5 Conclusions 

The relevance of the Project is high as the strong need is felt for the strengthening of early warning 

system in the target state/region. The three organizations (RRD, DMH and GAD) are the Project ’s 

partner organizations and they are all necessary to build early warning system. The effectiveness of 

the Project is moderate, as the effectiveness of the improved early warning system model has not 

been verified yet. The efficiency of the Project is also moderate as project progress has been made 

mostly as scheduled but some activities have not yet fully prepared outputs such as the 

operationalization of disaster information distribution system. To generate impacts of the Project, 

the Project is required to prepare a feasible expansion plan with strong commitment of the relevant 

organizations. There are some issues for the prospect of sustainability on the budget allocation for 

continuous training and CBDRM and the retention of trained staff in the pilot sites.  

3-6 Recommendations 

To the Project (both sides) 

• To make the strengthened information distribution system functional by getting allocation of 

frequencies for the use of SSB from Myanmar Post and Telecommunication as soon as possible.  

• To secure office space in Nay Pyi Taw for experts 

• To form the taskforce team to develop the expansion plan 

• To start the implementation of the expansion plan prior to the termination of the project duration 

• To promote the Project’s outputs through various channels and at arenas (e.g., quarterly/annual 

meetings of chief ministers of state/region) 

• To integrate the Project’s outputs (e.g., HRD program and CBDRM materials) into the regular 

training programs of RRD and GAD 

To the expert team 

• To facilitate the development of the expansion plan and the institutionalization of the Project ’s 

outputs 

To RRD and GAD 

• To establish operation and maintenance system of procured equipment  

3−7 Lessons Learned 
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None in particular 
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第１章 中間レビュー調査の背景 

１－１ 中間レビュー調査の目的 

中間レビュー調査の目的は以下のとおりである。 

(1) プロジェクトの計画と実績の確認 

(2) プロジェクト実施プロセスにおける促進・阻害要因の特定 

(3) 評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）によるプロジェクトの分析 

(4) プロジェクトの成果目標を達成し、プロジェクト後の持続性を高めるための提言の抽出  

１－２ 中間レビュー調査メンバー 

中間レビュー調査チームの構成は以下のとおり、ミャンマー側 4 名、日本側 4 名で構成された。 

ミャンマー側 

氏名 所属・役職 

Mr. Win Htein Kyaw RRD 部長 

Mr. Ye Naing GAD 部長 

Dr. Tin Mar Htay DMH 職員 

Ms Pa Pa Tun DMH 職員 

 

日本側 

調査団構成 氏名 所属・役職 

団長/総括 江尻 幸彦 JICA 地球環境部 専任参事 

早期警報 赤津 邦夫 JICA 国際協力専門員（気象） 

評価計画 相馬 厚 JICA 地球環境部防災第一課 

評価分析 井田 光秦 合同会社適材適所シニアコンサルタント 

 

１－３ 中間レビュー調査の日程 

中間レビュー調査は 2015 年 5 月 11 日から 5 月 28 日までの期間で実施された。詳細日程は付

属資料 2 を参照。 

１－４ 中間レビュー調査の方法 

中間レビューチームは、プロジェクト進捗報告書等の既存資料、社会福祉・救済復興省救済復

興局（Relief and Resettlement Department：RRD）、運輸省気象水文局（Department of Meteorology and 

Hydrology, Ministry of Transport：DMH）、内務省総務局（General Administration Department：GAD）

-（本省、パイロット管区・州、郡事務所、タウンシップ）への質問票調査とインタビュー調査、

パイロット対象村での踏査、日本側関係者（専門家チーム、JICA ミャンマー事務所）へのインタ

ビュー調査等の調査結果に基づき、(1)プロジェクトの実績の確認、(2)プロジェクト実施プロセス
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の確認、(3)５項目評価を行った。その後、中間レビュー調査結果の提言内容について、双方で協

議した。なお、中間レビュー調査は、JICA の事業評価ガイドライン（第２版）に沿って実施され

た。 

  (1) プロジェクトの実績の確認 

プロジェクト目標・成果の達成度、投入実績や実施プロセスを PDM に沿って整理し、プ

ロジェクトの実施状況を確認した。なお、本調査は、2014 年 11 月、JCC ミーティングで改

訂が合意された PDM に沿って実施した。 

  (2) プロジェクトの実施プロセス 

プロジェクトの実施プロセスについては、活動計画に沿ったプロジェクト活動の実施状

況、プロジェクトの運営方法、プロジェクトの実施に影響を与えた正負の要因（内部・外部）

を把握した。活動計画（計画と実績）については付属資料 8 を参照。 

  (3) 5 項目評価 

プロジェクトの評価は以下の５項目に沿って実施された。 

5 項目評価の概要 

項目 視点 

妥当性 プロジェクトの目指している効果（プロジェクト目標や上位目標）が、
評価を実施する時点において妥当か、問題や課題の解決策として適切か、
相手国と日本側の政策との整合性はあるか、プロジェクトの戦略・アプ
ローチは妥当か等）を問う視点。 

有効性 投入・アウトプットの実績、活動と照合の上、プロジェクト目標の達成
見込みを問う。また、プロジェクト目標達成を阻害する要因はあるか問
う視点。 

効率性 プロジェクトのコストと効果の関係に着目し、投入要素等が有効に活用
されているか（あるいはされるか）を問う視点。 

インパクト プロジェクト実施によりもたらされる、上位目標達成の可能性と、より
長期的・間接的効果や波及効果をみる。予期していなかった正・負の効
果・影響を含む。 

持続性 協力が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あ
るいは持続の見込みがあるか）を問う視点。 

 

１－５ プロジェクトの概要 

 １－５－１ プロジェクトの背景 

2008 年 5 月、サイクロン・ナルギスが南部のエーヤワディ・デルタに上陸し、138,373 人の

死者、117 億ドルに及ぶ大きな被害をもたらした。また、2010 年 10 月のサイクロン・ギリは、

南部のラカイン州に上陸し、57 人の死者、2,400 万ドルの被害総額、約 10 万人が家屋を失うと

いう被害が生じた。 

サイクロン・ナルギスの被害を受け、JICA は 2008 年にプロジェクト形成調査を実施した。

この調査結果によると、サイクロンによる被害がここまで拡大した原因として、情報伝達シス

テムが不十分であり、被災した地域の住民に対してサイクロンの情報が伝達されていなかった

ことが挙げられており、自然災害早期警報システムの整備が急務であることが確認された。  
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また、ミャンマー政府がアジア防災センター（Asia Disaster Preparedness Center (ADPC) ）と

共同で作成したミャンマー防災アクションプラン（Myanmar Action Plan for Disaster Risk 

Reduction）の中でも早期警報システムの構築は優先度の高い活動として明記された。 

ミャンマー政府は、「ミャンマー国自然災害早期警報システム構築プロジェクト」の実施を要

請し、2012 年 8 月、JICA は同プロジェクトのための詳細計画調査を実施した。同プロジェク

トは、2013 年 3 月から 4 年間の予定で実施中である。 

ミャンマーの早期警報における主要組織の役割は以下の通りである。 

• 国家防災中央委員会（National Disaster Preparedness Central Committee：NDPCC）：災害情

報の管轄と評価、災害対策センターの設置、警報発令時の関連機関との調整、災害対応

のための対処策の承認 

• 国家防災管理ワーキンググループ（National Disaster Preparedness Management Working 

Committee：NDPMWC）：早期警報システムの確立、防災教育の普及 

• MOT (DMH): 上位機関、関連機関、マスコミに対する災害情報とリスクレベルの提供 

• 社会福祉・救済復興省（Ministry of Social Welfare, Relief and Resettlement：MSWRR）（RRD）：

NDPCC と NDPMCC に対する災害情報の伝達、意思決定の支援、関連機関との調整、国

内、非政府組織、海外機関等への援助要請 

• 防災委員会（Disaster Preparedness Committee：DPC）（管区/州）：災害発生時、住民へのリ

アルタイム情報の提供、啓発活動、政府、運輸交通機関の活動停止・住民への避難命令

の発令 

• GAD (郡・タウンシップ): 早期警報と住民の安全な避難情報の周知、職員・非政府組織

を動員した早期警報の伝達と早期警報関連機器の設置 

早期警報の提供・伝達については、RRD、DMH、GAD が主要な機関となっている。  

 １－５－２ プロジェクトの枠組み 

PDM に沿ったプロジェクトの概要は以下のとおり。 

上位目標 他地域への展開計画に基づき、自然災害の早期警報が住民まで迅速かつ

適切に伝わるシステムが沿岸地域で整備される。 

プロジェクト目標 パイロット・プロジェクトサイトにて、自然災害の早期警報が住民まで
迅速かつ適切に伝わるシステムの改善モデルが確立され、他地域への展
開計画が作成される。 

成果１ 自然災害早期警報の情報伝達システムが改善される。 

成果２ 中央政府レベルから地方政府レベルまで、災害対応能力が向上する。 

成果３ 自然災害に対する住民の災害対応能力が向上する。 

成果４ 成果１～成果３の教訓をとりまとめた他地域への展開計画がとりまと

められる。 

 

本プロジェクトの PDM は、2014 年 11 月、JCC ミーティングで改訂が合意された。PDM の

主な変更点は、指標の明確化と具体化である。PDM は付属資料 3 を参照。 
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 １－５－３ プロジェクト期間 

プロジェクト期間は、2013 年 3 月から 2017 年 3 月の 4 年間の予定で実施中である。 

 １－５－４ パイロットサイト 

本プロジェクトではエーヤワディ管区とラカイン州の 7 村を対象としてパイロット活動を実

施している。 

管区/州 郡（郡数） タウンシップ ビレッジトラクト 村 

Ayeyarwaddy Labutta (6) Labutta Hlwa Zar Hlwa Zar 

Shwe Kyun Thar 

Kwa Kwa lay 

Rakhine Kyauk Phyu (4) Kyauk Phyu Thea Tan Thea Tan 

Kon Baung 

Tan Kha Yoe 

Let Nyot Ngon 
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第２章 プロジェクトの実績と実施プロセス 

２－１ 投入 

 ２－１－１ 日本側 

  (1) 専門家派遣 

合計 17 名の専門家が投入され、これまでの累計投入期間は 65.26 カ月間である。専門家

派遣リストは付属資料 4 を参照。 

専門家投入実績（2015 年 3 月現在） 

分野 人数 月数 

総括/災害対応 (1) 1 8.03 

副総括/組織体制強化 1 7.40 

災害対応 (2) 1 4.67 

無線通信システム 1 4.00 

機材調達計画 1 4.70 

防災計画 1 6.46 

コミュニティ防災 1 8.94 

社会調査 1 7.57 

ハザードマップ/脆弱性評価 1 3.00 

プロジェクト調整/組織体制強化補助/キャパ
シティアセスメント 

2 4.67 

本邦研修 2 1.32 

GIS/データベース 1 1.00 

潮位計設置 1 2.00 

潮位データ分析 1 0.50 

高潮シミュレーション 1 1.00 

合計 17 65.26 
 （出所：専門家チーム） 

 

  (2) 本邦研修 

これまでに 2 回の本邦研修が実施された。主な目的は、日本における災害経験やその教訓

として構築された制度を学び、ミャンマー国における自然災害の早期警報が適切に発令さ

れ、住民に迅速に伝わるシステムを構築するための知見を得ることである。また、日本では

実際の避難訓練を視察している。本邦研修の参加者リストは付属資料 5 を参照。 

本邦研修の概要 

 主な視察先 期間 参加者 

1 岐阜県庁、名古屋市港防災センター、輪中の里、
伊勢湾台風記念館、名古屋市役所、人と防災未
来センター、名古屋市（防災訓練視察）、国土
交通省、気象庁、東北大学災害科学国際研究所、
石巻市、フジテレビ 

2013 年 8

月（ 12 日
間） 

10 名（RRD 本省
1、GAD 本省 1、
エーラワディ管
区 3、DMH１，
GAD３，ラカイン
州 DMH１） 

2 人と防災未来センター、九都県市合同防災訓練
視察、国土交通省、気象庁、東日本大震災の被
災地、遠野まごころネット、神戸市消防局、和

2014 年 8

月（ 12 日
間） 

10 名（RRD 中央
１、DMH 中央１，
GAD 中央１，ラカ
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 主な視察先 期間 参加者 

歌山県、広川町、関西大学、本所防災館、稲む
らの火の館、津波・高潮ステーション 

イン州５（RRD 2、
DMH ２ 、 GAD

１）、エーヤワデ
ィ管区（GAD１，
DMH1） 

(出所：進捗報告書) 

 

  (3) プロジェクト経費負担 

これまでに合計 99,327,561 円がプロジェクト経費として支出された。主な支出項目は、専

門家の旅費、交通費（レンタカー代等）、現地傭人給与等である。 

プロジェクト経費内訳（単位：円） 

No 支出科目 2013 年度 
2014 年度 

(11 月時点) 
合計 

1 専門家旅費・日当 18,663,000 20,379,000 39,042,000 

2 現地傭人給与 2,216,832 3,783,728 6,000,560 

3 通信代 451,393 489,306 940,699 

4 交通費（レンタカー代等） 5,679,391 8,258,764 13,938,155 

5 文書作成経費 14,507 106,028 120,535 

6 消耗品代 144,496 261,011 405,507 

7 機材費 1,036,000 12,382,864 13,418,864 

8 現地再委託費 8,915,000 13,045,854 21,960,854 

9 ミャンマーでの研修関連経費 1,194,558 1,314,359 2,508,917 

10 本邦研修関連経費 382,470 609,000 991,470 

  合計 38,697,647 60,629,914 99,327,561 

 (情報提供：専門家チーム) 

 

  (4) 機材 

日本側による主な供与機材は、太陽光発電システムを含む潮位計（1013 万円）、衛星通信

機器、ネピドーとパイロットサイトの短波ラジオシステム、コミュニティレベルの通信機器

（アンテナ付電話器等）と拡声器・ハンドマイク等である。供与機材の詳細については、付

属資料 6 を参照。 

  (5) セミナー 

プロジェクトでは外部関係者を招いて第一回年次セミナーを開催した。 

日時 
セミナー・ 

タイトル 
閑暇者数 期間 

2014 年
7 月 8 日 

年次セミナー 参加者合計 89 名 

RRD (12), DMH (18), GAD (11), MRTV (6), JICA 関係
者 (9), その他の政府機関、NGO、ドナーなど 33 名 

1 

(出所：進捗報告書)  
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 ２－１－２ ミャンマー側 

  (1) カウンターパートの配置 

RRD の総局長と DMH の副総局長がプロジェクト・ディレクターとして任命され、RRD

と DMH の副局長各 1 名がプロジェクト・マネージャーとして任命されている。パイロット

サイトでは、管区/州の GAD からプロジェクト・マネージャー、RRD からプロジェクト・

コーディネータが任命されている。 

RRD、DMH、GAD の職員 42 名がカウンターパートとして配置された。このうち、ネピ

ドーの本省では、3 機関から成果 1〜3 に対応したカウンターパートを 2〜3 名配置した。ま

た、パイロットサイトでは、管区/州と郡レベルから 2〜3 名のカウンターパートが配置され

た。カウンターパートの氏名等の詳細については、付属資料 7 を参照。 

ネピドー（本省）レベルのカウンターパート配置状況 

 RRD DMH GAD 

成果 1 3 3 3 

成果 2 3 2 3 

成果 3 3 2 3 

合計 9 7 9 

(情報提供: RRD/DMH/GAD) 

 

パイロットサイトにおけるカウンターパート配置状況 

 RRD DMH GAD 

エーヤワディ管区 2 3 3 

ラカイン州 3 3 3 

合計 5 6 6 

(情報提供: RRD/DMH/GAD) 

 

  (2) プロジェクト経費負担 

ミャンマー側はネピドーとパイロットサイト間の交通費などを負担している。また、RRD

は 2 カ所に設置した衛星通信機器の使用料（月 10.8 万チャット）も負担している。 

  (3) その他 

DMH のヤンゴン事務所内に専門家執務スペース（2 部屋）を提供し、電話代・電気代を

負担している。 

２－２ 活動 

プロジェクト活動は、付属資料 8 で示すとおり、ほぼ計画どおりに進捗している。ただし、DMH

からミャンマー国営放送（Myanmar TV Channel：MRTV）へのデジタルデータ転送のための通信

手段の整備が遅れ気味である。また、短波ラジオによる通信機器については、設置は完了したが、

通信省から周波数の割当（使用許可）が遅れているため、通信機器を早期警報に活用できない（2015

年の雨期に活用出来ない）可能性がある。 
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２－３ 成果とプロジェクト目標の実績 

 指標 進捗状況、実績等 

成果１：自然災害早期警報の情報伝達システムが改善される。 

1.1 災害情報同報伝達シス

テムが設置され、正常

に機能する。 

• プロジェクトでは、NDPCC、DMH、RRD、GAD、DPC、情報

省、外務省など災害情報伝達に関連する機関について、中央レ

ベルからタウンシップレベルまでの役割・責任範囲を調査し、

合わせて各機関の政策文書を収集・調査した。 

• 専門家チームは、2013 年 5 月、サイクロン・マハセンが発生

した際の早期警報について観察・分析を行い、現行システムの

課題を明確化した。また、専門家チーム、DMH、RRD、GAD

が合同で開催した技術協議会で、雨量、や水位などの観測ステ

ーション拡充の必要性や災害種別（サイクロン、高潮、大雨な

ど）に早期警報を出すことの重要性、警報レベルの定義の明確

化や警報発令の流れの強化の必要性などが協議された。 

• これまでの早期警報システムの強化に関する実績は以下のと

おりである。 

➢ サイクロン・ナルギスが上陸したエーヤワディ南部の

Haing Gyi Kyun に潮位観測ステーションを設置し、グロ

ーバル・コミュニケーション・システム（ Global 

Telecommunication System：GTS）と気象衛星を活用したデ

ータ収集プラットフォーム（Data Collection Platform：

DCP）で自動的にデータ送信されるシステムを導入した。

これにより、DMH はリアルタイムで潮位データの受送信

ができるようになった。 

➢ ネピドーとヤンゴンで、DMH 職員に対する潮位表がな

い地域での潮位表の作成方法について研修を行った。こ

れにより、DMH 本局が高潮偏差の予測値を出した場合

に、現地において、何時に、どこまで水位が上がるのかを

示すことができる。 

➢ DMH が出す警報文は注意すべき時間・場所、危険度に

ついての詳細が示されていないため、専門家と DMH のカ

ウンターパートが協議して、DMH 本局に改善案を提出し

た。この改善案はすでに承認され、その内容に沿って郡レ

ベルで警報が出されるようになった。 

➢ 電話・ファックスに依拠した地方での情報伝達などシス

テムの脆弱性を検討し、プロジェクトでは、RRD と GAD

の各地域レベルで横方向の情報共有を強化するため光フ

ァイバー通信網を整備し、合わせて各機関の縦方向の情

報伝達を強化するために各機関の本局からエーヤワディ

管区内のパイロットサイトのタウンシップまで、単側波

帯（Single Side Band：SSB）通信機器と衛星電話を設置し

た。また、エーヤワディ管区のパイロットサイトの対象村

には強化アンテナ付きの符号分割多重アクセス方式
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（Code Division Multiple Access：CDMA）固定電話とラウ

ドスピーカーを設置し、ハンドスピーカーを供与した。な

お、SSB についてはミャンマー郵電国営企業（Myanmar 

Post and Telecommunication：MPT）へ周波数の割当申請を

行っているが、まだ認可が下りていないため、機材の設置

は完了したが、実用化できない状況にある。プロジェクト

3 年次には、ラカイン州においてもエーヤワディ管区と同

様のシステムを導入する予定である。 

➢ プロジェクトでは、早期警報システムの阻害・リスク要

因を分析し、リスクレポートとしてまとめた。このレポー

トは既存の早期警報システム強化に活かすとともに、早

期警報マニュアルに反映された。 

➢ プロジェクトでは 2014 年 6〜10 月にエーヤワディ管区

内３つの対象村において、情報伝達訓練を実施した。この

訓練において以下の重要な気づきがあった。 

✓ ネピドーの中央レベルからエーヤワディ管区内

の対象村までに複数の警報を伝達し、伝達にかか

った時間は 30 分から 1 時間であった。 

✓ 警報内容は各行政ラインに正確に伝達された。 

✓ 停電等のアクシデントがあったが、代替の伝達方

法を利用し、警報を伝えることができた。 

1.2 タウンシップのコミュ

ニティまでの情報伝達

のモデルが提案され

る。 

• プロジェクトでは、サイクロン・ナルギスなど災害の発生・被

害状況、サイクロンシェルターの有無、タウンシップ、ビレッ

ジトラクトの実施意欲などを基準に、エーヤワディ管区の 10

のタウンシップと 11 のビレッジトラクトをリストアップし、

その中から、対象村へのアクセス、民族構成や村のまとまり、

村長のリーダーシップなどを考慮して、Hlwa Zar ビレッジトラ

クトを選定し、その中の Hlwa Zar、Shwe Kyun Thar、Kwa Kwa 

lay の 3 村を対象村とした。 

• プロジェクト 3 年次では、ラカイン州においても、エーヤワデ

ィ管区と同様の基準に加えて、同州の一部では民族間の対立が

生じているため安全面も考慮して 9 つのビレッジトラクトを

選定した。ラカイン州 GAD との協議を経て、プロジェクトで

は Kyauk Phyu 郡 Thea Tan ビレッジトラクトの 4 村（Thea Tan、

Kon Baung、Tan Kha Yoe、Let Nyot Ngon）を対象村として選定

した。Thea Tan 村と Kon Baung 村は同じ島内にあるため、活動

は 2 村合同で行う。 

• プロジェクトではエーヤワディ管区におけるパイロット村の

選定に先立ち、2013 年 5 月〜11 月にパイロットサイトのベー

スライン調査を実施した。対象はリストアップした 10 タウン

シップ（71 村）で、過去の災害についてのヒアリング調査や対

象村の詳細概要を調査した。この調査では、サイクロン・ナル

ギスで被災した住民へのインタビューも録画し、研修教材の一
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部として活用した。調査結果に基づき、8 段階の災害対策の準

備状況のレベルに基づき、71 村を分類し、最終的に対象となる

タウンシップを選定した。ラカイン州については、2014 年 5 月

〜11 月に 17 のタウンシップを対象にベースライン調査を実施

し、リストアップした３つのタウンシップの中から 4 村を対象

村として選定した。 

1.3 マスコミを通した情報

伝達のモデルが提案さ

れる。 

• ミャンマーでは DMH が気象情報番組を制作し、そのビデオを

バイク等で MRTV に運んでいる。DMH から MRTV へ迅速に

災害情報を伝達するために、プロジェクトでは光ファイバーあ

るいはインターネットを活用してデータ転送することを検討

してきた。この活動は 2 年次で終了する予定であったが、予算

面、必要機材などの技術面から決定が遅れ、現在、光ファイバ

ー敷設による MRTV との接続の方向性で進められている。 

成果２：中央政府レベルから地方政府レベルまで、災害対応能力が向上する。 

2.1 防災に関連する政府機

関の 8 割以上がプロジ

ェクトによる早期警報

システムを活用した研

修・避難訓練等に参加

する。 

• プロジェクトでは研修を設計するために、中央レベルの RRD、

GAD、DMH 職員からパイロットサイトの郡・タウンシップ職

員まで合計 66 名について、防災の一般知識、組織の役割や責

任についてキャパシティアセスメントを実施した。その結果、

特に地方政府レベルの職員に対して防災知識の強化が必要で

あることがわかった。 

• キャパシティアセスメントの結果に基づき、プロジェクトでは

半日の防災人材育成プログラムを作成し、合わせて視聴覚教材

を準備した。 

• また、プロジェクトではこれまでに防災人材育成に関するセミ

ナーを 2 回開催した。主な目的は、エーヤワディで結成したプ

ロジェクトのワーキンググループへの能力強化（メンバーが発

表者としてセミナーをリード）と既存の早期警報システムの課

題について関係者の共通理解を促進することであった。 

人材育成セミナーの概要 

 開催年月 

（参加者数） 

内容 

1 2014 年 7 月 

(50) 

• RRD、DMH、GAD とその他の関連機関に対

する人材育成プログラムと教材内容の説明 

• 既存の早期警報システムの中央・地方レベル

における主要課題についての共通理解促進 

2 2014 年 10 月 

(30) 

• RRD、DMH、GAD とその他の関連機関に対

する人材育成プログラムと教材内容の説明 

• エーヤワディにおけるパイロット活動の進

捗発表 

• エーヤワディにおける情報伝達訓練の準備 
 

• フォローアップ活動の一環として、エーヤワディのワーキング

グループは、ビレッジトラクトの代表であるアドミニストレー

タの定例会議で、毎回人材育成プログラムの内容を継続的に発
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表・説明している。 

• プロジェクトでは RRD、DMH、GAD を対象に情報伝達システ

ムの強化を図っており、その他各行政レベルにおける関連機関

については、年次セミナーや人材育成セミナーへ参加してい

る。ただし、関連機関や防災委員会の能力強化は本プロジェク

トの範囲には含まれていない。年次セミナーには農業灌漑省、

電力省、ヤンゴン工科大学、教育計画訓練局、林野省、消防、

広報局、農村開発局、建設省、鉄道省、MRTV、FM ラジオ局

などが参加している。 

• 当初、タウンシップレベルの人材をコミュニティ防災

（Community-based Disaster Risk Management：CBDRM）の講師

養成研修（Training of Trainers：TOT）講師候補として想定して

いたが、ベースライン調査の結果、タウンシップが村のコミュ

ニティ防災を直接指導するには村の数が多すぎるため、ビレッ

ジトラクトレベルで人材育成を図ることとなった。プログラム

の主な対象は、中央から地方までの政府職員で、視聴覚教材に

は、ベースライン調査で収集した被災者へのインタビューなど

も含まれている。また、教材には日本やサイクロン・ナルギス

のビデオ等も含まれている。エーヤワディ管区でプロジェクト

が形成したワーキンググループでは、さらに参考となる教材を

収集する予定である。 

2.2 Manuals for early 

warning system at 

various levels are 

developed. 

• 2014 年 7 月、ワーキンググループでの議論を経て、中央レベ

ルからタウンシップレベルまでの政府職員を対象とした早期

警報マニュアルのドラフトが作成された。マニュアルの構成は

①早期警報の目的、②早期警報の内容とタイプ、③情報伝達方

法とルート、④各機関が取るべきアクション、⑤連絡先、⑥早

期警報の伝達フォーマット、⑦被災状況報告フォーマット、⑧

通信機器マニュアルの 8 章からなる。同マニュアルのうち、各

機関が取るべきアクションは、避難訓練や標準手順書（Standard 

Operating Procedures：SOP）作成にも活用された。マニュアル

は現在ワーキンググループによって章ごとに見直し作業が行

われており、今後ラカイン州でのパイロット活動とエーヤワデ

ィ管区における早期警報システムの検証を行い、2016 年 3 月

には最終化される予定である。 

成果３：自然災害に対する住民の災害対応能力が向上する。 

3.1 対象ビレッジトラクト

の全住民が避難訓練・

研修に参加する。 

• エーヤワディ管区とラカイン州では、各ビレッジトラクトに、

ビレッジトラクト災害準備委員会（Village Tract Disaster 

Preparedness Committee：VTDPC）が結成されており、VTDPC

の下にエーヤワディ管区では７つの部会、ラカイン州では 12

の部会で構成されている。この部会のうち、情報伝達を担当す

る「緊急コミュニケーション・情報部会」が主なプロジェクト

の連携先となる。 

• プロジェクトでは 2014 年 3 月、コミュニティ防災ワークショ

ップ（3 日間）を開催し、VTDPC のメンバー50 名が参加し、
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エーヤワディ管区のカウンターパート（ワーキンググループの

メンバー）が講師を務めた。ワークショップの内容は、コミュ

ニティ防災の基礎、参加型リスク分析、防災計画作り、災害発

生時の対応（救急エイドと消火訓練）、モニタリングと評価で

ある。また、2015 年 3 月には、タウンシップの防災委員会向

けにコミュニティ防災の改善のためのワークショップを開催

した。 

• プロジェクトではコミュニティ防災研修の課題として、①タウ

ンシップレベルにおける災害管理担当者の不在（RRD は郡レ

ベルまでしか事務所がないため、その下の行政レベルは GAD

が担当するが、GAD には防災関係の部署・職員配置はない）、

②防災関連予算の不足（エーヤワディ管区の RRD 郡事務所へ

の配分予算は 460 万チャット（日本円で約 53.1 万円）1と少額

である）、③日をまたぐ研修には女性の参加が困難なこと、④

村人のコミュニティ防災活動への関心がまだ十分でないこと

等を挙げて、今後実施可能なコミュニティ防災のモデルを提示

する予定である。 

• エーヤワディの対象 3 村では、NGO のサポートを受けながら、

コミュニティ防災ワークショップに参加した VTDPC のメンバ

ーを中心として、各村で 5 回のワークショップを開催した。ワ

ークショップでは、コミュニティ防災の基礎知識、村の踏査と

マッピング、避難ルートの検討、村の防災管理計画の作成、避

難訓練の実施と防災管理計画の見直し等を行った。一連のワー

クショップでは、VTDPC のメンバーが講師とファシリテータ

を務めるなど、主体的な取り組みを行った。この結果、コミュ

ニティ防災における指導・研修の担い手として VTDPC の機能

強化を図ることが有効であると判断された。プロジェクトでは

エーヤワディでの経験をベースに、コミュニティ防災管理計画

作成マニュアルを作成する予定である。 

• また、エーヤワディでのコミュニティ防災の経験から、避難住

民数や避難所での収容状況の把握などにおけるキャパビレッ

ジトラクトの役割と、ビレッジトラクトから受けた警報を村人

へ伝達する村のアドミニストレータの役割が極めて重要であ

ることがわかった。タウンシップの GAD では、村のアドミニ

ストレータを集めて月例会議を開催しており、そうした機会が

重要な防災教育の場となる。 

• ラカイン州でもパイロットサイトとして選定された Thea Tan

ビレッジトラクトと、Kyauk Phyu タウンシップの中でも災害

リスクの高い近隣のビレッジトラクトの VTDPC を対象に、5

日間の TOT 研修を実施した。その後、2015 年 3 月〜5 月の間

に、Thea Tan と Kon Baung 村でのコミュニティ防災ワークシ

ョップを各 3 回開催している。 

                                                        
1 1 チャット＝0.11 円 （2015 年 5 月 30 日） 
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• エーヤワディでは 2014 年 6 月と 10 月、1 回目の情報伝達・避

難訓練が実施された。各村における参加状況は下表通りであ

る。 

避難訓練への参加状況 

村名 人口 参加者数(人口に対する参加者比率) 

Hlwa Zar 1,476 350 (23.8％)（2014年6月実施） 

Kwa Kwa Lay 602 286 (47.5％)（2014年10月実施） 

Shwe Kyun Thar 677 278 (41.1％)（2014年10月実施） 
 

• コミュニティ防災ワークショップを通して作成した防災管理

計画に沿って、各村は村落開発支援委員会に防災に必要な構造

物対策の要請書を提出し、その一部はすでに実現されている。 

 

村名 要望書内容 要望書の現状 

Hlwa Zar  村の中を通る小規模な橋の

建設 

完成済 

飲料水確保のための貯水池

づくり 

完成済 

Kwa Kwa Lay 保健センターの建設 承認済 

飲料水用貯水池の改修 要請中 

Shwe Kyun Thar 雨水貯水池の建設 要請中 

飲料水用貯水池の建設 要請中 

 

3.2 全パイロット村におけ

る避難先と避難ルート

が指定され、村人に説

明される。 

• エーヤワディ管区のパイロット３村では、避難先と避難ルート

が指定され、村人に説明されている。 

• プロジェクトでは、エーヤワディ管区のパイロット各村に対し

て、500 万チャット（日本円で約 57.7 万円）を上限として、避

難ルート確保のための構造物対策費を提供した。Hlwa Zar 村で

はボートの船着場、Kwa Kwa Lay 村と Shwe Kyun Thar では小

規模なコンクリートの橋を建設した。 

3.3 コミュニティにおい

て、少なくとも 2 種類

の発電システムが提案

される。 

• プロジェクトでは、通信機器の電源として太陽光発電システム

を導入した。雨期の間も十分な光量が確保できるかモニタリン

グする必要がある。 

成果４：成果１～成果３の教訓をとりまとめた他地域への展開計画がとりまとめられる。 

4.1 展開計画のドラフトが
作成される。 

• プロジェクトの成果普及の取り組みとしては、コミュニティ防

災の TOT ワークショップに、対象村以外の近隣 14 村、10 ビ

レッジトラクトからアドミニストレータを招待した。 

• エーヤワディ管区のカウンターパートはフォローアップ活動

を通して、人材育成プログラム、早期警報システムマニュアル

の指導、コミュニティ防災ワークショップの講師・ファシリテ

ータ、避難訓練の実施といった活動をパイロットサイト以外で

も展開することができるようになった。 

• 成果２と３については、今後、パイロットサイト以外への展開

を容易にするため、研修・ワークショップの内容を村長会議な
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ど既存の行政活動の枠組みの中で、コストをかけずに実施でき

るよう工夫する予定である。成果 1 の早期警報システムの通信

機器の整備については、具体的な方策・規模などまだ十分に議

論されていない。 

• 展開計画の方針や規模を考える際の参考情報として、パイロッ

トサイトのあるエーヤワディ管区とラカイン州の概要を以下

に示す。 

 エーヤワディ管区 ラカイン州 

人口 6,175,123 3,188,963 

郡の数 6 4 

タウンシップの数 26 17 

ビレッジトラクトの数 1,912 1,041 

村数 11,651 3,871 

サイクロンシェルター

の数 

358 12 

JICA 支援で建設され

たサイクロンシェルタ

ーの数 

13 0 

(出所: ミャンマーセンサス 2014、プロジェクト進捗報告書) 

プロジェクト目標：パイロット・プロジェクトサイトにて、自然災害の早期警報が住民まで迅

速かつ適切に伝わるシステムの改善モデルが確立され、他地域への展開計画が作成される。  

 終了時評価までに実施

されるパイロットサイ

トにおける避難訓練

で、早期警報が２つ以

上のルートで確実にコ

ミュニティに伝達され

る。 

• ２つのパイロットサイトにおける早期警報システムの有効性

は今後の情報伝達/避難訓練で検証される予定である。エーヤ

ワディで実施された 1 回目の情報伝達訓練では、コミュニティ

まで確実に警報メッセージが伝達されたが、今後さらに 1 回の

訓練を実施予定である。中央レベルからの伝達にかかる時間な

どさらに改善が期待される。また、ラカイン州のパイロットサ

イトではさらに 3 回の訓練を予定しているため、プロジェクト

終了までには、プロジェクトで強化した早期警報システムの有

効性が検証できる見込みである。 

訓練で適切な避難警告

がコミュニティに伝達

される。 

• この指標を満たすためには、SSB など通信機器が活用できる体

制ができている必要がある。警報文はすでに郡レベルまで明示

するなど改善が進んでおり、今後、DMH の技術レベルに合わ

せて、警報文の詳細化が図られる見込みである。 

他地域への展開計画が
NDPCCによって承認
される。 

• 現時点では展開計画の作成方法、範囲、内容など具体化のため

の議論は進んでいない。実効性ある計画を策定するためには、

必要コストの抑制と財源確保が課題となる。 

• 展開計画はまずプロジェクトの合同調整委員会で承認と社会

福祉救済復興省大臣の承認を得た後、同省から NDPCC に提出

して承認を得ることになる。 
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２－４ 実施プロセス 

実施体制 

  (1) 意思決定 

合同調整委員会は RRD 総局長と DMH 副総局長を議長に、これまで 2 回開催され、R/D

で合意された関係機関（RRD、DMH、GAD、教育訓練局、MPT、MRTV、広報局、消防局、

ニュース&定期誌刊行社等）が参加している。プロジェクトの方針、内容、各機関の責任分

担など変更点はない。 

合同調整委員会の概要 

会議 年月 主な議題 

1 回目 2013 年 11 月 プロジェクト概要の詳細説明、プロジェクトの進捗報告、日本

の情報伝達システムの説明 

2 回目 2014 年 11 月 1 年次の活動についての議論と 2 年次の活動承認、PDM の修正 
 

  (2) プロジェクト全体の運営 

プロジェクト全般の運営については、1〜2 カ月に 1 回程度、ネピドー、エーヤワディ、

ラカインでプロジェクト実施委員会（Project Implementation Committee：PIC）を開催してい

る。ネピドーのカウンターパートと専門家のコミュニケーションは主に PIC 会議、ワーク

ショップ、セミナー等で図られてきた。DMH のカウンターパートによれば、プロジェクト

活動のモニタリングのため一層密に議論し、プロジェクト促進の具体策を取る必要がある

といった意見があった（例として、SSB の周波数の申請後、特にフォローアップを行ってい

ないなど）。 

  (3) パイロットサイトのプロジェクト運営 

地方政府においては、州・管区、郡、タウンシップ、ビレッジトラクトのどのレベルにお

いても、GAD が防災管理委員会の議長を務めているため、プロジェクトでは、RRD と DMH

に加えて、GAD の関与が非常に重要との認識を持ち、プロジェクト活動を進めている。 

エーヤワディ管区とラカイン州ともに、ワーキンググループを結成し、成果ごとに 3 機関

からのカウンターパートを配置した。ワーキンググループの目的は、ミャンマー側の主導性

を高めてパイロット活動を推進することである。 

エーヤワディ管区におけるワーキンググループ会議の開催実績 

 年月 主な議題・活動 

1 2014 年 3 月 早期警報マニュアルと視聴覚教材についての議論 

2 2014 年 5 月 日本の早期警報システム紹介、早期警報マニュアルのドラフト案の議論 

3 2014 年 7 月 視聴覚教材を活用した人材育成プログラムのリハーサル、早期警報マニ

ュアルの内容確認 

4 2014 年 10 月 情報伝達訓練と人材育成セミナーの準備 
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ラカイン州におけるワーキンググループ会議の開催実績 

 年月 主な議題・活動 

1 2015年 5月 キックオフミーティング、活動概要についての説明・議論 

 

実施プロセス 

プロジェクトの大きな流れとして、エーヤワディのパイロットサイトでの活動を通して早期

警報システムを強化し、その有効性をラカインのパイロットサイトでも試行・検証するという

方針で進められている。また、エーヤワディでは、これまでパイロット活動で指導したカウン

ターパートが主体となって、パイロット対象地域以外でも彼らが展開を行うことで能力強化を

図ることを重視している。プロジェクトではこうしたカウンターパートの取り組みをフォロー

アップ活動として支援している。フォローアップ活動の具体的な範囲は、タウンシップ職員向

けのワークショップ開催、タウンシップの GAD 職員によるビレッジトラクトのアドミニスト

レータに対する防災教育、ビレッジトラクトによる村のアドミニストレータへの防災教育の実

施である。また、エーヤワディのカウンターパートは、プロジェクトの対象地域外（Pya Pon 郡

Bogalay タウンシップ）で情報伝達訓練を実施する計画である。こうした活動は全てカウンタ

ーパートのイニシアチブで提案・実施されている。 

プロジェクト成果の普及 

プロジェクトでは 2014 年 7 月に年次セミナーを開催し、プロジェクトの活動、実績等を発

表し、RRD、DMH、GAD（中央レベルからパイロットサイトまで）、関連機関、NGO、他ドナ

ー、大学、マスコミ、JICA 関係者など約 100 名が参加した。社会福祉救済復興省大臣、JICA ミ

ャンマー事務所長のスピーチに加えて、フィリピンの防災組織であるフィリピン市民防衛局

（Office of Civil Defense：OCD）の代表が 2013 年の台風ハイヤンの経験・教訓を共有した。 
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第３章 5 項目評価結果 

３－１ 妥当性 

プロジェクトの妥当性は「高い」と判断する。 

• 国家レベルの防災計画である「ミャンマー災害軽減アクションプラン 2009」では、早期警

報システムの強化を７つの優先アクションの一つに挙げており、本プロジェクトの主旨と

合致する。また、2013 年に制定された自然災害管理法でも、中央レベルからコミュニティ

までの早期警報システムの強化が行政機関の役割として明記されている。同法の運用規則

は 2015 年中に国会で承認が得られる見込みであり、施行されれば、早期警報システムの強

化はさらに重要な行政機関の課題として認識されることになる。 

 

• カウンターパートの選定も適切であった。大統領令 (No. 45/2013 and No. 46/2013) では、

各機関の役割と責任を明記しており、その中で、福祉救済復興省の大臣が NDPCC の副議

長、RRD 総局長が NDPMWC の事務局長を務めるなど、RRD は防災の要となっている。ま

た、DMH は早期警報情報の提供、GAD は発令された早期警報のコミュニティへの伝達に

責任を負っている。従って、プロジェクトのカウンターパートである RRD、DMH、GAD

は、早期警報システム強化にとって不可欠である。 

 

• ミャンマーは非常に大きな自然災害を経験しており、特にサイクロン被害の多い南部沿岸

地域は早期警報システムの強化に対するニーズが高く、プロジェクトはそうしたニーズに

応えるものとなっている。 

南部沿岸地域における最近の主な災害 

年月 災害（被災地域） 災害状況 

2014 年 8 月 洪水（ミャンマー南中部のバゴー地域） 15,850 人が避難 

2013 年 8 月 モンスーンによる洪水（モン州、カヤー州、

タニンダーリ管区、ラカイン州） 

38,316 人が避難 

2010 年 10 月 サイクロン・ギリ（ミャンマー西部〜特に

Pauktaw タウンシップの Kyuntharyar と 

East Phayonkar 島） 

死者 57 人、260,049 人が避難 

2008 年 5 月 サイクロン・ナルギス（ヤンゴン南部とエ

ーヤワディ・デルタ地帯） 

死者 138,373 人、2,420,000 人が避

難、約 117 億ドルの経済損失 

2004 年 12 月 インド洋沖津波 死者 61 人、家屋喪失 2,592 人 

(出所: ED-DAT) 

 

• パイロット地域の選定も妥当と言える。国連開発計画（United Nations Development Program：

UNDP）によるリスクアセスメント調査報告書（2011 年 11 月）によれば、エーヤワディ管

区はサイクロン、高潮、洪水への脆弱性が非常に高く、プロジェクトが選定したパイロッ

トサイトの Kyauk Phyu タウンシップは特に脆弱性の高いエリアの一つであるとしている。

また、ラカイン州・エーヤワディ管区の RRD、GAD、DMH によれば、早期警報システム
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の強化は最も優先度の高い政策課題の一つである。 

 

• プロジェクトでは、ドナー調整会議において重複する活動を避けるため調整を行っており、

中間レビューチームが調査した範囲では、他ドナー等と重複した事業はなく、ターゲット

エリアの重複もみとめられない。プロジェクトでは早期警報システムという体制・制度作

りを支援しているため、プロジェクトで検証したモデルを地域展開している他ドナーと共

有することで、プロジェクトの有効性を高めることができる。 

３－２ 有効性 

プロジェクトの有効性は「中程度」と判断する。 

• PDM の指標目標を要約すると、1) 情報伝達/避難訓練により有効性が検証された早期警報

システムのモデルが確立することと、2) モデルを他地域に普及するための展開計画が

NDPCC によって承認されることである。エーヤワディ管区では、通信機器の整備、行政官

への防災研修、コミュニティ防災の実施が終わり、1 回目の訓練が実施されたが、まだ、検

証は十分ではなく、ラカイン州での情報伝達/避難訓練もまだ実施段階にないため、現時点

で 1)の有効性を検証することは出来ない。また、2)についても、２−３で示したとおり、ま

だ計画作りは未着手である。 

 

• 上記指標目標以外にも、プロジェクト終了時までに、以下のような警報文と早期警報シス

テムの改善が期待される。 

警報文の改善 

 プロジェクト開始時 プロジェクト終了時 

サイク

ロン 

警報文はサイクロンのおおよその

位置と警報レベルをカラーコード

で表示。対象地域は州・管区レベル

で範囲が広すぎた。 

警報文はサイクロンの予測到達時間と

位置（郡名）を表示、サイクロンの移動

予測図で暴風圏も表示。 

高潮 警報文の内容はおおよその高潮の

予測最大値（ｍ）を表示、予測時間

は未表示。 

警報文に高潮のリスクが高い郡と高潮

の予測最大値（ｍ）が表示される。潮位

計が設置されたエリアでは、リアルタイ

ムで潮位が表示される。 

津波 津波の SOP によれば、地震発生後、

20 分以内に津波注意報、30 分以内

に警報が出されることになってい

る。 

警報は 20 分以内と SOP を改訂。潮位計

が設置されたエリアでは、リアルタイム

で津波の計測値が表示され、津波の規模

に応じて避難行動のレベルを示すこと

ができるようになる。 

 

情報伝達システムの改善 

 プロジェクト開始時 プロジェクト終了時 

中央から村まで 実施経験がないため所要時 中央で発令された警報は SSB を使いほ
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 プロジェクト開始時 プロジェクト終了時 

情報伝達に要し

た時間 

間は不明。2014 年 10 月にプ

ロジェクトがエーヤワディ

で実施した 1 回目の訓練で

は、所要時間は 30〜60 分。 

 

 

DMH から MRTV への情報番

組は、収録後バイクでビデオ

を運送。 

ぼリアルタイムでビレッジトラクトに

到達し、ビレッジトラクトから電話で村

長に伝達、合わせてスピーカーで全村に

アナウンス。今後の訓練で、さらに所要

時間が短縮されることが期待される。 

 

光ファイバーを通して、DMHから MRTV

に警報、天気情報など提供が可能とな

る。 

警報を受けた住

民の割合 

データなし。2014 年 10 月の

エーヤワディの 3 村の訓練

では、参加率は村人口の 47.5 

– 23.8％。村の伝達システム

とスピーカーを通してほぼ

全世帯に警報が伝達された。 

目標となる参加率などはないが、確実に

全世帯に伝達され、避難行動が取られる

か今後の訓練で検証される。 

伝達される情報 3 段階のカラーコード エーヤワディの住民はカラーコードに

慣れているため、カラーを追加すること

で、精緻化された警報レベルの伝達内容

を改善できる。カラーコード以外にも警

報文の改善内容が伝達可能となる。 

伝達方法 電話とファックス 電話、ファックスに加えて、中央レベル

の報は光ファイバー、中央と地方の情報

は SSB を通して 3 機関に伝達される。 

 

３－３ 効率性 

プロジェクトの効率性は「中程度」と判断する。 

• 成果ごとの進捗状況としては、成果１の早期警報システムのハード面の整備は順調に進み、

成果２の研修と成果３のコミュニティ防災についても確実に成果が生まれているが、成果

４の展開計画については、当初から後半部分の活動として認識されていたため、まだ協議

が始まっていない。 

 

• ２−２で示したとおり、プロジェクト活動はほぼ計画通りに進んでいる。ただし、SSB につ

いては MPT へ周波数の割当申請を行っているが、まだ認可が下りていないため、機材の設

置は完了したが、実用化できない状況にあり、今後も認可が下りないと情報伝達訓練の実

施や実際にサイクロンが発生した場合に活用できないなど大きな障害になる可能性がある。

また、MRTV と DMH の通信システムの導入については 2 年次で完了する予定が、予算面・

技術面の検討に時間を要した結果、遅れが生じている。 
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• ミャンマー側と日本側のコミュニケーションは概ね円滑である。特に、エーヤワディ管区

ではワーキンググループを中心としてプロジェクト活動と成果品の作成が進められている。

他方、ラカイン州での活動は 2015 年から開始されたため、カウンターパートがプロジェク

トの枠組みや活動について十分に理解していない場合がある。 

 

• これまで専門家チームの活動はパイロットサイトが中心であり、ネピドーのカウンターパ

ートとは定期会議等で主にコミュニケーションを取っていた。プロジェクト後半では、プ

ロジェクト成果の普及や持続性確保のための方策検討や展開計画の策定が重要な活動とな

るため、専門家チームはネピドーで RRD、DMH のカウンターパートと十分な協議を行う

必要がある。 

 

• ２−４で示したとおり、プロジェクトでは地方の行政レベルにおける能力強化を確実なも

のにするために、フォローアップ活動を実施している。ミャンマー側が独自にパイロット

サイト外での活動を計画するなど、プロジェクト活動に対するオーナーシップを高める上

で効果的な方策であったと言える。 

３－４ インパクト（見込み） 

インパクトの見込みについてはいくつかの課題がある。プロジェクトは実施中であり、まだ具

体的なインパクトの発現は得られていない。 

• プロジェクトの上位目標は、他地域への展開計画に基づき、自然災害の早期警報が住民ま

で迅速かつ適切に伝わるシステムが沿岸地域で整備されることである。プロジェクト終了

時までにはエーヤワディ管区とラカイン州で早期警報システムのモデルが提示される見込

みである。まだ展開計画がないため、モデルの概要や普及規模など明確になっていないが、

展開計画の実施に必要な財源確保が最大の課題となることが予想される。従って、ミャン

マー政府内の優先事業として位置づけるとともに、防災セクターへの投資を表明している

世界銀行や沿岸地域の開発支援を行っている他ドナー等にも働き掛けを行うなど、展開計

画の実効性を高める努力が必要である。 

 

• エーヤワディ管区とラカイン州のパイロットサイトから非パイロット地域への普及におい

ては、管区・州による財政支援が不可欠である。そのためには、チーフ・ミニスター（県

知事）や GAD の局長（チーフ・ミニスターの秘書官）など州・管区の政策決定者、他ドナ

ー、州・管区で活動する NGO などに積極的にモデルの実効性やプロジェクト成果の活用

について売り込みを図ることが重要である。 

 

• 2014 年から、RRD は「ミャンマー災害軽減アクションプラン 2009」で提起された防災青

年ボランティアチームの結成を進めている。全ビレッジトラクトに 5〜7 名で構成される

防災青年ボランティアチームを育成することを目指して、育成のためのワークショップを

各地で開催している。2014 年は 1,000 のビレッジトラクトを対象に実施するなど、RRD が

積極的に推進している。プロジェクトの成果品である人材育成プログラムやコミュニティ

防災の TOT の制度など、防災青年ボランティアチーム育成のワークショップに加えること

で、普及効果を高めることも可能である。 
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• 現時点では、プロジェクトが取り組んできた成果２と３の成果品をどのように普及するの

かはあまり明確になっていない。しかし、RRD がエーヤワディ管区に設立する研修センタ

ーでは今年中に防災の基礎研修コースが開始される予定である。また、GAD には職員の再

訓練を行う専門の研修機関があり、防災関連の研修については、プロジェクトの成果品を

活用することに前向きである。こうした行政機関の研修機関の正規コースに取り入れるこ

とで、プロジェクト成果の普及を図ることも可能である。 

３－５ 持続性 

プロジェクトの持続性についてはいつくかの課題がある。特に、財政面と人材面については、

今後持続性確保のための措置を検討する必要がある。 

政策・制度面 

• ３−１で示したとおり、早期警報システムの強化は「ミャンマー災害軽減アクションプラン

2009」の重要課題として位置づけられており、RRD、DMH、GAD ともにその重要性を強く

認識しているため、今後も早期警報システムの改善に向けた取り組みの継続性は高い。  

 

• 制度面の持続性として重要な成果については下表で示すとおりである。早期警報システム

の制度強化については持続性が高いが、人材育成や展開計画の継続性についてはプロジェ

クト後半に向けてミャンマー側と日本側で戦略的に議論を重ねる必要がある。 

 

プロジェクト成果の制度化の現状・見込み 

成果 進捗状況、必要な方策等 

早期警報システムの強化 • 「有効性」で示すとおり、プロジェクトが提案したサイクロン

の警報文の内容改善案はすでに DMH 総局長の承認を得て、実

際の警報に活用されている。その他の改善についても、DMH

で警報の精度を確認しながら、順次採用していく方針である。 

• 早期警報マニュアルの公式化はまだ十分に協議されていない

が、エーヤワディ管区では、防災全般のガイドラインを作成し、

毎年更新している。このガイドラインに早期警報マニュアルを

加えて、チーフ・ミニスターの承認を得れば、同管区の正式な

マニュアルとなる。ラカイン州については今後の検討が必要で

ある。また、DMH 総局長の承認を得れば、DMH の標準マニュ

アルとして活用される可能性もある。早期警報システムの SOP

については上位機関の承認が必要となる。 

防災人材育成プログラム、

コミュニティ防災 TOT ワ

ークショップ、視聴覚教材

等 

• RRD と GAD が実施する防災人材向けあるいは行政官向けの

研修プログラムとして採用されるか、一部内容をカスタマイズ

して採用してもらうことで、制度化を図ることができる。RRD

によれば、左記プログラムの正規プログラム化は可能だが、予

算化が課題である。 
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成果 進捗状況、必要な方策等 

• 防災青年ボランティアチーム育成のためのワークショップに

ついても、プロジェクトのワークショップの内容や視聴覚教材

の採用を働きかけることが必要である。 

展開計画 • 現時点では展開計画の内容、展開規模、予算措置などまだ議論

されていないため、タスクフォース等で計画作成に着手する必

要がある。また、予算確保のためミャンマー政府、他ドナー、

NGO 等にはたらきかけることも重要である。 

• 承認プロセスとしては、まずプロジェクトの合同調整委員会と

社会福祉救済復興省大臣の承認を得た後、同省から NDPCC に

提出して承認を得る。 

 

• エーヤワディ管区とラカイン州では、各ビレッジトラクトに、ビレッジトラクト災害準備

委員会(VTDPC)が結成されており、ビレッジトラクトレベルでは VTDPC がコミュニティ

防災の推進役として制度化されている。 

 

技術面 

• DMH のカウンターパートへのインタビューによれば、天文潮位の推算方法については十

分理解できたが、調和分解による潮位推算の方法（潮位計の観測結果を調和分解し、より

精度の高い潮位表を作成する方法）について十分理解できた職員は少ないという。技術の

定着を図るため、最も理解度の高い職員に対して他の職員を指導するための技術支援が有

効である。 

• エーヤワディ管区のカウンターパートについては、フォローアップ活動を通して、これま

でプロジェクトで支援した活動を他地域でも展開することができる。しかし、コミュニテ

ィ防災のワークショップ講師・ファシリテータはタウンシップレベルの職員であり、組織

上、他のタウンシップの職員を指導・訓練することは難しい。この点についてもなんらか

の措置を検討する必要がある。 

 

財務面 

• 早期警報システムの通信機器については光ファイバーや SSB などあまりメンテナンスコ

ストを必要としないため、維持管理はミャンマー側が十分対応できると思われる。DMH が

MRTV にデータ転送するための費用も現在検討されている 4.0MB/秒の転送速度であれば、

月額 40 万チャット（約 4.4 万円）であり、DMH は対応できる。 

• パイロットサイトにおける人材育成プログラムやコミュニティ防災の継続性については課

題がある。管区・州の RRD 郡事務所によれば、年間２〜３村に対してコミュニティ防災を

実施する程度の予算しかないという。従って、プロジェクトでは州・管区の政策決定者と

協議し、展開計画の実現に必要な予算を確保するとともに、低予算でビレッジトラクトで

も実施可能な研修・コミュニティ防災をモデル化するようさらに検討が必要である。  
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人材面 

• RRD は郡レベルまでしか事務所が置かれていないため、タウンシップ以下の防災は GAD

が担う必要があるが、GAD は総務局という組織の性格上、防災担当者を配置していないた

め、防災行政やコミュニティ防災について知識と経験のある職員がいないことが大きな課

題である。 

• こうした現状において、知識と経験のある RRD のカウンターパートを継続配置して、GAD

職員に対する人材育成やコミュニティ防災の支援を行うことが重要である。 

３－６ 促進要因 

• エーヤワディ管区の対象村の住民はサイクロン・ナルギスでの被災経験から、プロジェク

ト活動へ積極的に参加しており、村の防災計画の実施に取り組み、ビレッジトラクトに予

算申請した構造物対策が承認され一部工事も完了するなど、具体的成果を上げている。ま

た、エーヤワディ管区のカウンターパートも主体的にフォローアップ活動に取り組むなど、

パイロット活動の推進役となっていること。 

３－７ 阻害要因 

• 専門家チーム事務所は DMH のヤンゴン事務所に置かれているため、ネピドーの RRD、

DMH、GAD 本局との効率的なコミュニケーションが難しいこと。 

• SSB の周波数割り当てが遅れているため、通信機器は設置されたが、運用できない状況に

置かれていること。このため、2015 年の雨期に早期警報システムが活用できない可能性が

あること。 
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第４章 結論と提言 

４－１ 結論 

早期警報システム強化は政府の優先課題の一つに挙げられ、パイロットサイトの行政機関、地

元住民からのニーズも高い。プロジェクトの３つのカウンターパート機関（社会福祉・救済復興

省救済復興局、運輸省気象水文局、内務省総務局）は早期警報システムの強化に不可欠で、プロ

ジェクト実施機関の選択も適切であり、プロジェクトの妥当性は高い。警報文の改善などすでに

プロジェクトの効果が見られるが、プロジェクト目標である早期警報システムのモデル化はまだ

途上にあり、モデルの有効性の検証やパイロットサイト外への展開計画も検討中であるため、有

効性は中程度と言える。プロジェクト活動の進捗はほぼ計画通りであるが、成果目標の達成も順

調であるが、早期警報システムの稼働に不可欠な通信機器の周波数割り当て許可が下りていない

など、一部で遅れが生じている。インパクト発現には実効性の高い早期警報システムモデルの展

開計画が必要であり、プロジェクト後半の最大の課題となる。持続性についても一部課題がある。

政策・制度面、技術面の持続性は高いが、プロジェクトが対象とした地域での防災訓練や防災教

育の継続・展開については財源確保が課題となる。また、プロジェクトで育成した知識と経験の

ある救済復興局のカウンターパートを継続配置して、総務局職員に対する人材育成やコミュニテ

ィ防災の支援を行うことが重要である。 

４－２ 提言 

上記中間レビューの結果に基づき、中間レビューチームはプロジェクトに対して以下の提言を

行った。 

MPT による周波数の割当について 

早期警報システムに必要な通信機器の整備は進んでいるが、周波数の割当を受けていないために

実用化できない状況にある。RRD から MPT へはすでに申請済であるが、その後、MTP への早期

割当を要請するといったフォローアップができていないため、MTP への働き掛けを強めて、可能

な限り、2015 年の雨期から早期警報システムが稼働できるよう努めるべきである。 

 

ネピドーにおける執務スペースの確保 

プロジェクト後半では展開計画作りやプロジェクト成果の持続性確保の方策検討など、RRD、

DMH 本局との密な協議が不可欠になる。現在、専門家チームの事務所はヤンゴンの DMH 事務所

に置かれているため、ネピドーに専門家用のスペースを確保するよう提言する。 

 

展開計画の策定 

プロジェクトにとって、今後、実効性の高い展開計画を策定することが最大の課題となる。その

ためには財源確保の方策や展開計画の承認手続きについては、PIC やワーキンググループミーテ

ィングの場で十分な協議・進捗確認を行うとともに、計画そのものの作成については、3 機関か

ら責任者を任命してもらい、タスクフォースを立ち上げるよう提言する。 
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展開計画の実施 

パイロットサイトにおけるカウンターパートの実施能力をさらに高めると同時に早期警報のモデ

ル展開の実証を行うためにも、エーヤワディにおける展開計画の一部をプロジェクト期間中に実

施に移すよう提言する。その際の活動主体はカウンターパートで、日本側は必要経費の一部負担、

助言、モニタリングにとどめるべきである。 

 

プロジェクト成果のプロモーション 

プロジェクトでは発信できる成果が生まれており、そうした成果を披露出来る場（州・管区のチ

ーフ・ミニスターの定例会議、ドナー調整会議、州・管区内の防災関連会議/NGO との会議）で、

積極的に成果を発信するべきである。 

 

人材育成・コミュニティ防災の成果品の制度化 

プロジェクトでは人材育成プログラムやコミュニティ防災のワークショップ開催の手法、視聴覚

教材などを作成し、パイロットサイトで活用しているが、こうした成果品はプロジェクト終了後、

活用されなくなる懸念がある。継続的な活用のためには、RRD や GAD が設置している研修機関

の正規（標準）研修コースとして採用してもらうか、成果品の内容をコースに取り込んでもらう

必要がある。そのために、プロジェクトでは RRD、GAD の研修機関への働き掛けを強める必要

がある。 

 

専門家チームによるファシリテーション強化 

今後、展開計画の策定と成果品の制度化はプロジェクトの重要な課題となるため、専門家チーム

がファシリテータとしての役割を十分に果たすよう提言する。 

 

供与機材の維持管理体制 

通信機器、潮位計などの供与機材の維持管理については、3 機関が保守・点検の担当者を配置す

るなど、体制を整備し、機材の稼働状況を定期的に点検するべきである。また、日本側は必要な

オペレーション・点検マニュアルを整備するべきである。 





 

 

付属資料（英文） 
 

1. Minutes of Meeting 

2. 中間レビュー調査スケジュール 

3. Project Design Matrix 

4. 派遣専門家リスト 

5. 本邦研修参加者リスト 

6. 機材リスト 

7. カウンターパートリスト 

8. 活動計画表（計画と実績） 



 



A-1

付属資料 1.



A-2

付属資料 1.



A-3

付属資料 1.



A-4

付属資料 1.



A-5

付属資料 1.



A-6

付属資料 1.



A-7

付属資料 1.



A-8

付属資料 1.



A-9

付属資料 1.



A-10

付属資料 1.



A-11

付属資料 1.



A-12

付属資料 1.



A-13

付属資料 1.



A-14

付属資料 1.



A-15

付属資料 1.



A-16

付属資料 1.



A-17

付属資料 1.



A-18

付属資料 1.



A-19

付属資料 1.



A-20

付属資料 1.



A-21

付属資料 1.



A-22

付属資料 1.



A-23

付属資料 1.



A-24

付属資料 1.



A-25

付属資料 1.



A-26

付属資料 1.



A-27

付属資料 1.



A-28

付属資料 1.



A-29

付属資料 1.



A-30

付属資料 1.



A-31

付属資料 1.



A-32

付属資料 2.



A-33

付属資料 3.



A-34

付属資料 3.



A-35

付属資料 3.



A-36

付属資料 3.



A-37

付属資料 4.



A-38

付属資料 5.



A-39

付属資料 6.



A-40

付属資料 7.



A-41

付属資料 8.







カ
ン
ボ
ジ
ア
国
水
道
事
業
人
材
育
成
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
フ
ェ
ー
ズ
３
終
了
時
評
価
調
査
報
告
書

平
成
29
年
8
月

独
立
行
政
法
人
国
際
協
力
機
構


	表紙
	目次
	地図
	写真
	略語表
	中間レビュー調査結果要約表（和文）
	中間レビュー調査結果要約表（英文）
	第１章　 中間レビュー調査の背景
	１－１　 中間レビュー調査の目的
	１－２　 中間レビュー調査メンバー
	１－３　 中間レビュー調査の日程
	１－４　 中間レビュー調査の方法
	１－５　 プロジェクトの概要
	１－５－１　 プロジェクトの背景
	１－５－２　 プロジェクトの枠組み
	１－５－３　 プロジェクト期間
	１－５－４　 パイロットサイト


	第２章　 プロジェクトの実績と実施プロセス
	２－１　 投入
	２－１－１　 日本側
	２－１－２　 ミャンマー側

	２－２　 活動
	２－３　 成果とプロジェクト目標の実績
	２－４　 実施プロセス

	第３章　 5項目評価結果
	３－１　 妥当性
	３－２　 有効性
	３－３　 効率性
	３－４　 インパクト（見込み）
	３－５　 持続性
	３－６　 促進要因
	３－７　 阻害要因

	第４章　 結論と提言
	４－１　 結論
	４－２　 提言

	付属資料
	付属資料 1.　Minutes of Meeting
	付属資料 2.　中間レビュー調査スケジュール
	付属資料 3.　Project Design Matrix
	付属資料 4.　派遣専門家リスト
	付属資料 5.　本邦研修参加者リスト
	付属資料 6.　機材リスト
	付属資料 7.　カウンターパートリスト
	付属資料 8.　活動計画表（計画と実績）




